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２０１５年５月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに、日本大使館がとりまとめたものです。 

平成２７年６月１２日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

 

主要ニュース 

【内政】●２０１２年に行われた国民投票に関連し有罪判決を受けたドラグネア地域開発・公共行政相（ＰＳＤ

執行副党首）が同相及び党執行副党首の職を辞任した。地域開発・公共行政相の後任人はシャイデ同

省次官が就任した。 

    ●ＰＮＬ全国評議会において同党政権プログラムが採択された。また，同党は６月５日にポンタ内閣不

信任決議案を提出する意向であることを明らかにした。 

【外政】●ヨハニス大統領がグダンスク（ポーランド）で開催された戦後７０周年記念行事に出席。 

    ●ヨハニス大統領が東方パートナーシップ首脳会合（リガ，ラトビア）に出席。同パートナーシップ対

象国に対し，改革の進捗に応じた支援を提供することの重要性を強調した。 

【経済】●２０１５年第１四半期のＧＤＰ成長率は，対前期比で１．６％（季節調整後）上昇した。また，対前

年同期比では４．２％（季節調整後）上昇した。 

●１９日－２６日，ＩＭＦ・欧州委員会・世界銀行の共同代表団がルーマニアを訪問し，税制改革，構

造改革等につき協議した。６月末，共同代表団はスタンド・バイ取極の評価を実施予定。 

●２０１４年末，ルーマニアの公的債務は対ＧＤＰ比で４４．１％であった。 

【我が国との関係】●全日本剣道連盟からルーマニア剣道連盟へ剣道具が寄贈された。 

●ルーマニア・アメリカ大学「アンジェラ・ホンドゥル」日本研究センター１０周年。 

 

内政

■ドラグネア地域開発・公共行政相の辞任 

・１５日，ドラグネア地域開発・公共行政相（ＰＳＤ

（社民党）執行副党首）は，同日，破棄院（注：日本

の最高裁に相当）が，同相に対し，２０１２年に行わ

れたバセスク前大統領罷免の是非を問う国民投票にお

いて職権濫用があったとして執行猶予付きの有罪判決

を下したことを受けて，地域開発・公共行政相を辞任

した。 

・１８日，ドラグネアＰＳＤ執行副党首は，同日開催

されたＰＳＤ全国常設局会合において党執行副党首の

職を辞任する意向を表明したが，同執行副党首の辞任

を受理するかどうかは２０日開催されるＰＳＤ全国執

行委員会の場で決定されることに先延ばしされた。同

執行副党首の慰留を求める党員が多く存在したためと

報じられている。 

・２０日，ドラグネアＰＳＤ執行副党首は，党に同党

執行副党首からの辞表を提出し，同辞表は受理された。

同執行副党首の慰留を求める党員が多く，同党全国執

行委員会が開催されなかったことを受けたもの。 

 同日，地域開発・公共行政相の後任として，ドラグ

ネア前大臣に極めて近い人物とされるシャイデ同相次

官が新たな地域開発・公共行政相に就任した。 

 

■ＰＮＬ政権プログラムの採択 

・２３日，ＰＮＬ（国民自由党）全国評議会が開催さ

れ，同党政権プログラム（注：日本の政権公約に相当）
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を採択した。採択された政権プログラムでは，消費税

率の低減（２４％→１９％）を中心とした減税政策，

省庁再編，保健・医療分野及び教育分野改革，国防費

の増大，在外ルーマニア人の帰国促進等が掲げられて

いる。 

 

■内閣不信任決議提出に向けた動き 

・７日，ポンタ首相は同日開催されたＰＳＤ全国執行

委員会において，「ＰＮＬは我々を議会から追い出す

ことは出来ない。もし，ＤＮＡ（国家汚職対策局）が

そうするのであれば，それまでのことだ。」と発言し

た。 

・２３日，ＰＮＬ全国評議会が開催され，ポンタ内閣

不信任決議案を６月５日に提出することが確認された。 

 

■森林法改正を巡る大統領と首相のやりとり 

・１４日，ポンタ首相は民法ＴＶのインタビューに答

え，「私は，ＰＮＬ議員が墺企業 Schweighofer社と公

的，私的接触していたことを知っている」，「私は，

彼らが，森林法改正に直接の利益を有しているので面

会を断った」旨述べた。ヨハニス大統領が，林業分野

における企業の独占を制限する内容の森林法改正案の

再考を議会に求めたことに対して発言したもの。 

これに対し，ヨハニス大統領は，同日，ポンタ首相

の発言は驚きでありまた間違ったものである，彼ら

（schweighofer1 社）が森林法の改正に介入したこと

はない旨反応した。 

 

■ショバ前運輸相の汚職疑惑 

・６日，ショバ前運輸相の汚職疑惑に関する上院の決

定（検察からの逮捕請求を棄却）に関し，憲法裁判所

は，同決定は違憲であるとの判断を下した。ＰＮＬ（国

民自由党）からの違憲審査請求に応えたもの。 

 

■世論調査 

・１２日付「アデヴァール」紙は，世論調査機関ＩＮ

ＳＣＯＰが４月２３～３０日にかけて実施した減税政

策の効果等に関する世論調査結果を公表した。 

 

「食料品にかかる付加価値税率の低減は自身にとって

良い施策だと考えるか」 

はい：８３．８％，いいえ：５．４％，分からない／

無回答：１０．８％ 

 

「食料品にかかる付加価値税率の低減は経済全体にと

って良い施策だと考えるか」 

はい：７８．２％，いいえ：５．９％，分からない／

無回答：１５．９％ 

 

「減税の結果，医療，教育，インフラ整備のための財

源が不足すると考えるか」 

はい：３４．５％，いいえ，３８．８％，分からない

／無回答：２６．７％ 

 

「食料品にかかる付加価値税率低減の結果何が起こる

と考えるか」 

- 減税分下がるわけではないが，食料価格は下が

る：３７．７％ 

- 食料品価格は全く下がらない：３２．８％ 

- 食料品価格は減税分下がる：１９．３％ 

- 分からない／無回答：１０．２％ 

 

「減税政策に関し，どちらが良いと考えますか」 

- すべての製品の付加価値税２４％が２０％に下が

るよりも，食品にかかる付加価値税が９％に低減

する方が良い：６２．０％ 

- 食品にかかる付加価値税が９％に下がるよりも，

すべての製品の付加価値税が２４％から２０％に

低減する方が良い：２８．９％ 

- 分からない／無回答：９．２ 

 

・１３日付「アデヴァール」紙は，世論調査機関ＩＮ

ＳＣＯＰによる支持政党に関する世論調査結果を公表

した（括弧内の数字は前回２月の調査結果）。 

 

「次の日曜日に議会選挙が行われるとしたらどの政党

に投票しますか」 

ＰＮＬ（旧ＰＮＬ＋旧ＰＤＬ）４４．７％（４４．２％） 
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ＰＳＤ＋ＵＮＰＲ＋ＰＣ  ３９．１％（３７．４％） 

ＵＤＭＲ          ５．２％（ ５．０％）  

（以下は足切りラインの５％に届かず） 

ＰＭＰ           ２．８％（ ４．９％） 

ＰＬＲ           ２．２％（ ３．３％） 

ＰＲＭ           ２．０％（ １．１％） 

ＰＮＴＣＤ         １．０％（ ０．９％） 

ＰＰＤＤ          １．０％（ １．４％） 

その他           ２．０％（ ２．７％） 

 

（特定の政党名を回答した者の割合。このほか全体で

は，「態度未定」が２５．０％，「投票に行かない」

と答えた者が８．２％，「無回答」が６．０％存在す

る。） 

 

【政党略称】ＰＤＬ：民主自由党，ＵＮＰＲ：ルーマ

ニアの進歩のための国民同盟，ＰＣ：保守党，ＵＤＭ

Ｒ：ハンガリー人民主同盟，ＰＭＰ：国民の運動党，

ＰＬＲ：改革自由党，ＰＲＭ：大ルーマニア党，ＰＮ

ＴＣＤ：キリスト教民主農民党，ＰＰＤＤ：ダン・デ

ィアコネスク人民党 

 

・１４日付「アデヴァール」紙は世論調査機関ＩＮＳ

ＣＯＰによる公的人物の信頼度に関する世論調査結果

を公表した（括弧内の数字は前回２月の調査結果）。 

「次の公的人物をどのくらい信頼しますか（「信頼す

る」「非常に信頼する」と回答した者の割合）」 

 

ヨハニス大統領      ６５．０％（６４．６％） 

イサレスク中央銀行総裁  ４０．１％（４２．１％） 

マヨール前ＳＲＩ長官   ２４．８％（２１．８％） 

ポンタ首相        ２４．４％（２４．５％） 

オプレスク・ブカレスト市長 ２０．１％（２２．２％） 

タリチャーヌ上院議長   １７．１％（１９．０％） 

ジョアナ上院議員     １５．８％（１６．８％） 

プレドイウＰＮＬ第一副党首１５．７％（１６．２％） 

バセスク前大統領     １５．６％（１７．８％） 

マコヴェイ欧州議会議員  １５．３％（１６．３％） 

・・・ 

ゴルギウＰＮＬ共同党首  １３．５％（１２．７％） 

・・・ 

ブラガＰＮＬ共同党首    ８．４％（１０．６％） 

外政 

■主な要人往来 

・４月３０-５月４日，ポンタ首相は，サウジアラビア，

カタール，クウェート及びア首連を歴訪し，各国首脳

等と会談した（下記「中東関係」参照）。 

・７日，アウレスク外相はハンガリーを訪問し，シー

ヤールトー・ハンガリー外相と会談した（下記「ハン

ガリー関係」参照）。 

・８日，ヨハニス大統領は，ポーランドを訪問し，グ

ダンスクで開催された第２次世界大戦終結７０周年を

記念する行事に参加した。 

・１３－１４日，アウレスク外相はアンタルヤ（トル

コ）で開催されたＮＡＴＯ外相会合に出席した。 

・１４－１６日，ヨハニス大統領は，ミラノで開催中

のミラノ万博（ルーマニア館）を視察したほか，バチ

カンを訪問し，フランシスコ法王と会談した。 

・１８日，アウレスク外相はブリュッセルで開催され

たＥＵ外務理事会に出席した。 

・２１日，ポンタ首相はモルドバを訪問し，ガブリチ・

モルドバ首相と会談した（下記「モルドバ関係」参照）。 

・２１-２２日，ヨハニス大統領はリガ（ラトビア）で

開催された東方パートナーシップ首脳会合に出席した

（下記「東方パートナーシップ」参照）。 

・２４日，アウレスク外相はドーハ（カタール）で開

催されたＥＵ・ＧＣＣ（湾岸諸国協力会議）会合に出

席した。 

・２１日，ポンタ首相はティラナ（アルバニア）で開

催されたＳＥＥＣＰ（南東欧協力プロセス）首脳会合

に出席した。 

・２７－２８日，アウレスク外相はストラスブールを

訪問し，欧州評議会関係者と会談した。 

 

■中東関係 

・３日，中東歴訪中のポンタ首相は，ドーハにおいて

カタール航空ＣＥＯと会談し，同社によるオトペニ空

港及びタロム航空への投資（資本参加）を提案した。

同様の提案は，アルナヒャン・ア首連首長との会談（５

日）においても行われた。 

・４日，中東歴訪中のポンタ首相は，アルサバー・ク



ルーマニア月報 
 

- 4 - 

ウェート首相等と会談し，農業，保健医療，ＩＴ，エ

ネルギー・インフラ整備等の分野における協力につい

て協議した。 

 

■ネパール関係 

・６日，ルーマニア政府はネパールに対する５万ドル

の人道支援拠出を決定した。 

 

■ハンガリー関係 

・７日，アウレスク外相はハンガリーを訪問し，シー

ヤールトー・ハンガリー外相と会談した。同外相会談

後に行われた共同記者会見におけるアウレスク外相発

言のポイントは次のとおり。 

－ルーマニア・ハンガリー両国は，感情的な問題を脇

において，効果的な関係を維持しなければならない 

－民族的基準に基づいて（ルーマニア国内に）自治区

を設けることはルーマニア憲法及びＥＵ規則に合致せ

ず，認めることはできない。 

－今回の訪問において少数民族の権利保護に関する議

定書に署名できなかったことは残念である。 

 

■サイバーセキュリティ地域サミットの開催 

・１１－１３日，ルーマニア政府（情報社会省）は米

国政府（商務省，米国大使館商務部）との共催で，ブ

カレストにおいて，サイバーセキュリティ地域サミッ

トを開催した。同会合には，中・東欧地域から１７の

国が参加し，米国からは，アンドリュース米商務副長

官が出席した。 

 

■モルドバ関係 

・１４日，ルーマニア外務省は，ルーマニア国民，ジ

ョルジェ・シミオンが１３日にモルドバ当局によって

身柄を拘束された件に関し，モルドバ外務省に対して

状況の説明を求めた。シミオン氏が代表を務める「行

動２０１２」はモルドバの団体である「モルドバの若

者達」とともに，１６日，ルーマニアとの統一を求め

る集会の開催を計画していた（その後，実際に開催さ

れた）。 

・２１日，ポンタ首相はモルドバを訪問し，ガブリチ・

モルドバ首相との間で，天然ガスをはじめとするエネ

ルギー分野における両国の協力に関する覚書に署名し

た。 

 

■ブルキナ・ファソにおけるルーマニア人拉致事案 

・１９日，ルーマニア外務省は，４月６日にブルキナ・

ファソにおいて武装集団に誘拐されたルーマニア人民

間警備員の身柄がＩＳＩＬを名乗る集団の手に渡った

恐れがある旨発表した。 

 

■東方パートナーシップ 

・２１，２２日，ヨハニス大統領は，リガ（ラトビア）

において開催された東方パートナーシップ首脳会合に

出席した。同会合に関するヨハニス大統領発言のポイ

ントは次のとおり。 

－東方パートナーシップは，ＥＵとその東方の隣国と

の関係を発展させる戦略的ツールであり，同地域の安

定，民主的発展及び繁栄に寄与するもの。ＥＵとの連

合協定／ＤＣＦＴＡの実施は引き続き優先課題であり，

ＥＵは，財政支援及び技術支援を通じてこのプロセス

を支援していかなければならない。連合協定／ＤＣＦ

ＴＡの批准プロセスが２０１５年末までに完了するこ

とを期待している。 

－リガ首脳宣言では，同パートナーシップ対象国がど

のような水準でＥＵとの関係を望むかは同諸国の主権

的権利であることが再確認されるとともに，ＥＵが同

パートナーシップ対象国とどのような関係を持つかを

決定するのもＥＵ及びＥＵ加盟国の排他的な権限であ

ることが再確認された。 

－東方パートナーシップの将来の方向性について議論

される中で，自分（ヨハニス大統領）は，同パートナ

ーシップ対象国の希望と行動に応じた差別化の原則の

重要性を強調した。同原則に基づき，改革プロセスの

進捗に応じて技術的・財政的支援が供与されるべきで

ある。 

 

経済 

■マクロ経済 

・５日，国家統計局(ＩＮＳ)は，３月の工業製品物価
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指数が，対前月比で０．４％上昇し，対前年同月比で

１．１％低下したと発表。(ＩＮＳ) 

・５日，３月の小売業売上高(季節・労働日数調整後，

自動車，バイクを除く)は，前月比で１．６％，対前年

同月比で０．５％それぞれ減少した。第一四半期の小

売業売上高(季節・労働日数調整後，自動車，バイクを

除く)は，対前年同期比で３．０％増加。(ＩＮＳ) 

・６日，ユーロスタットは，３月の小売業売上高(季節・

労働日数調整後，対前月比)が，ユーロ圏で０．８％，

ＥＵ２８か国で０．６％，それぞれ減少したと発表。

対前年同月比では，ユーロ圏で１．６％，ＥＵ２８か

国で２．５％，それぞれ増加した。なお，対前年同月

比で最も減少したのはスロべニア（－１．８％），次

いでルーマニア(－１．３％)，ベルギー(－０．９％)。

(ユーロスタット) 

・８日，３月の工業売上高(名目)は，対前月比で１３．

１％増加し，対前年同月比では２．８％増加。第一四

半期の工業生産高(名目)は，対前年同期比で２．５％

増加。(ＩＮＳ) 

・８日，３月の新規工業受注高(名目)は，対前月比で

１０．０％，対前年同月比では１．１％，それぞれ増

加。第一四半期の新規工業受注高(名目)は，対前年同

期比で１．４％増加。(ＩＮＳ) 

・８日，中央銀行（ＢＮＲ）は，四半期毎のインフレ

報告書にて２０１５年末のインフレ率予測を，前回報

告書での予想２．１％から０．２％に下方修正した。 

２０１６年末インフレ率も前回の２．４％から１．９％

に下方修正した。 

・１１日，第一四半期の輸出は，対前年同期比で４．

９％（レイ建３．８％）増加して約１３３億８，０８

０万ユーロ（５９６億３，４７０万レイ）となり，輸

入は６．３％（レイ建５．２％）増加して約１４７億

５，３１０万ユーロ（６５７億２，４３０万レイ）と

なった。１～３月の貿易赤字額は，対前年同期比で約

２億５，３４０万ユーロ（約１０億６，１００万レイ）

増加して，約１３億７，２３０万ユーロ（約６０億８，

９６０万レイ）。(ＩＮＳ) 

・１２日，４月の消費者物価上昇率は，対前月比で０．

１３％となり，３月の０．４１％から減少。対前年同

月比では０．６５％で，３月の０．７９％から減少。(Ｉ

ＮＳ) 

・１２日，３月の工業生産高(季節・労働日数調整後)

は，対前月比で０．３％増加，対前年同月比で２．９％

増加。第一四半期の工業生産高(季節・労働日数調整後)

は，対前年同期比で３．２％増加。(ＩＮＳ) 

・１３日，２０１５年第一四半期のＧＤＰ成長率速報

値は，対前期比で１．６％（季節調整後）上昇，また，

対前年同期比では４．２％（季節調整後）上昇したと

発表。(ＩＮＳ) 

・１３日，２０１５年第一四半期のルーマニアのＧＤ

Ｐ成長率（季節調整後）は，対前期比ではキプロス（１．

６％）と並んでＥＵ内で最も高く，対前年同期比でも

最も高い値（４．２％）となった。（ユーロスタット） 

・１３日，３月の自動車・バイク小売業売上高(季節・

労働日数調整後)は，対前月比で０．６％，対前年同月

比で６．５％，それぞれ増加。第一四半期の自動車・

バイク小売業売上高(季節・労働日数調整後)は，対前

年同期比で６．２％増加。(ＩＮＳ) 

・１９日，４月のユーロ圏及びＥＵ２８か国の消費者

物価上昇率は，それぞれ０．０％であった。ルーマニ

アは０．６％で，マルタ（１．４％），オーストリア

（０．９％）に次いで３番目に高かった。(ユーロスタ

ット) 

・２５日，ルーマニア会計検査院(Court of Accounts)

は，公的債務管理に関する報告書において，ルーマニ

アの公的債務は２０１４年末に６５９億４千万ユーロ，

対ＧＤＰ比で４４．１％であったと発表。２０１２年

末の５４３億８千万ユーロ(対ＧＤＰ比４０．４％)，

２０１３年末の５９５億７千万ユーロ(対ＧＤＰ比４

１．９％)に比べて上昇した。(ナインオクロック紙) 

  

■ＩＭＦ，国際機関関係 

・５日，欧州委員会は，ルーマニアの２０１５年通年

ＧＤＰ成長率を，２月に予測した２．７％から２．８％

に上方修正した。(ズィアルル・フィナンチアル紙) 

・１４日，欧州復興開発銀行（ＥＢＲＤ）は地域経済

見通し報告書にて，ルーマニアの２０１５年のＧＤＰ

成長率を３％，２０１６年を３．２％と予測。また，
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２０１５年の平均消費者物価上昇率は０．５％と予測。

(アジェルプレス通信) 

・１９－２６日，ＩＭＦ，欧州委員会及び世界銀行の

共同代表団がルーマニアを訪問し，税制改革，構造改

革等につき協議した。６月末に，同代表団がルーマニ

アを訪れ，現行スタンド・バイ取極の評価を実施する

予定。(アジェルプレス通信) 

 

■産業界の動向 

・６日，２０１５年第一四半期におけるルーマニアで

の乗用車新規登録台数が前年同期比で１４．２％増加

した。なお，輸送車新規登録台数は前年同期比で９．

６％増加した。 (ＩＮＳ)  

・ ７ 日 ， German Automotive Manufacturers 

Association によると，１～４月におけるドイツで

のダチア新車登録台数は１万５，１６２台となり，

対前年同期比で３．４％減少した。なおドイツの自

動車市場自体は６．４％増加し，。１０４万９千台

に達した。(ズィアルル・フィナンチアル紙) 

・ルーマニア自動車製造業者協会（ＡＣＡＲＯＭ）

は，２０１５年に自動車販売額が１５％増加すると

期待。また，２０１４年に自動車部門の売上高は約

１８０億ユーロで，ルーマニアの輸出総額のうち２

２％を占めたと発表。(８日付ズィアルル・フィナン

チアル紙) 

・２５日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ

ＲＰＣＩＶ）によると，１月～４月にかけて，中古

車登録台数が７万３，８２４台に達し，前年同期比

で１４．８４％増加した。(アジェルプレス通信) 

・２０１４年，ルーマニアのワイン輸出量はＥＵ２

８か国で１９番目に高かった。ルーマニア産ワイン

の主な海外市場はイギリス，中国及びドイツである。 

(２５日付ズィアルル・フィナンチアル紙) 

 

■投資関連動向 

・ルーマニアの穀倉地帯である５つの県（ジュルジ県，

ヤロミツァ県，カララシ県，コンスタンツァ県及びブ

ライラ県）における穀物生産は，２００７～２０１３

年におけるルーマニア全体での穀物生産高の８０％を

占めていた。２０１４年の農業分野全体の売上高は約

１７０億ユーロであり，穀物の売上高（約３９億ユー

ロ，前年比で１３％減少）が最も多くを占めた。(５

日付ズィアルル・フィナンチアル紙) 

・ＩＮＳによると，２０１３年，ルーマニアの企業グ

ループのうち８８％が多国籍グループであった。また，

雇用者数はドイツ系企業（１５．６％）が最も高く，

次いでオランダ系（１２．６％），オーストリア系（１

１．４％）。(６日付ナインオクロック紙) 

 

■公共政策 

・運輸省の発表によると，交通・運輸マスタープラン

の最終版を既に欧州委員会に送付済みで，現在欧州委

員会の承認を待っている状態。同プランの主な優先事

項は道路網の整備であり，２０２０年までに１，３０

０キロメートルの高速道路及び１，８００キロメート

ルの準高速道路の建設が計画されている。(１１日付ナ

インオクロック紙) 

・１２日，ルス運輸相は，ブカレスト地下鉄６号線（Ｍ

６）は，２０２０年末までに完成すると発言。また， 

近い将来，政令のもとで追加資金が割り当てられ，６

月から建設工事のための入札プロセスが動く可能性が

高いと発言した。（１３日付ジュルナール・ナツィオ

ナール紙） 

・１９日，プルンブ労働相の発表によると，２０１６

年１月から最低賃金が１，２００レイに引上がる。な

お，現在は９７５レイで，７月１日から１，０５０レ

イに引上がる予定。 (アジェルプレス通信) 

・２０日，自己破産法案は，賛成３０９票，反対０票，

棄権３票で議会承認された。同法案が官報告示された

のち，６か月後に施行される予定。（ロムニア・リベラ

紙） 

・２０日，森林法案（Forest Code）は，賛成２１８票，

反対９５票，棄権１１票で議会承認された。同法案は，

木材業を営む一業者が木材を購入・加工するにあたっ

て，その量が，ルーマニアにおける商業用木材生産量

の３０％を超えてはならないという規定を含む。(アジ

ェルプレス通信) 

・２０日，子ども手当支給額を倍増する法案が，賛成
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３３２票，反対０票，棄権２票で議会承認された。こ

れにより，同支給額は月々４２レイ（約９．５ユーロ）

から８４レイ（約１９ユーロ）まで引上げられる。（メ

ディアファックス通信） 

・２１日，ポンタ首相とガブリチ・モルドバ共和国首

相は，ヤシ＝ウンゲニ間の天然ガス・パイプラインを

延長するための覚書に署名した。延長が計画されてい

るのは，ヤシ～オネシュティ(ルーマニア)及びウンゲ

ニ～キシナウ(モルドバ共和国)の間。(２２日付ズィア

ルル・フィナンチアル紙) 

 

■財政政策 

・１４日，テオドロヴィチ公共財務相は，チップへ課

税するとの決定を取りやめると発表。(アジェルプレス

通信) 

・ポンタ首相は，今年一回目の国家予算修正を７月中

に行う予定だと発表。（２１日付アデヴァール紙） 

・２６日，公共財務省は，４月末のルーマニアの財政

収支は約６０億レイ，対ＧＤＰ比で０．８５％の黒字

であったと発表。政府歳入は約７６０億レイ（約１７

１億ユーロ）で，対ＧＤＰ比で１０．９％となり，前

年同期比で１２．１％増加した。一方，政府歳出は約

７０１億レイ（約１７１億ユーロ）で，対ＧＤＰ比で

１０％となり，対前年同期比で０．５％増加。２０１

４年の財政収支は対ＧＤＰ比で１．８５％の赤字であ

った。２０１５年の財政赤字目標は対ＧＤＰ比１．８

３％。(アジェルプレス通信) 

・２８日，ヨハニス大統領，ポンタ首相及びイサレス

ク中銀総裁は，ルーマニアのユーロ圏加入の実現に向

けて，手順を調整するための委員会を設立することに

同意。(アジェルプレス通信) 

 

■金融等 

・４日，ＢＮＲは，４月末の外貨準備高を３００億９，

４００万ユーロ(３月末の３０５億９，９００万ユーロ

から減少)，金準備高は１０３．７トンで不変と発表。

(ＢＮＲ） 

・６日，ＢＮＲは，政策金利を年率２．００％から１．

７５％へ引下げることを決定，７日から実施。中銀の

貸借金利（Standing Facility）の幅を±１．７５％

から±１．５０％に引下げた結果，中銀貸出金利を３．

７５％から３．２５％に引下げ，中銀預入金利は０．

２５％で維持。最低準備率は，レイ貨を１０％から８％

に引下げ，外貨建は現行の１４％で維持。(ＢＮＲ） 

・１５日，３月末の経常収支等について次のとおり発

表。(ＢＮＲ，ズィアルル・フィナンチアル紙) 

(1)経常収支は４億６００万ユーロの黒字。なお，前年

同期には２億６，８００万ユーロの赤字。 

(2)外国直接投資(ＦＤＩ)は，８億８，５００万ユーロ。

なお，前年第一四半期には５億７，０００万ユーロ。 

(3)中長期対外債務は，２０１４年末から２．７％減少

して，７３７億９００万ユーロ(対外債務全体の７９．

３％)。 

(4)短期対外債務は，２０１４年末から３．３％増加し，

１９１億９，７００万ユーロ(対外債務全体の２０．

７％)。 

 

■労働・年金問題等 

・７日，３月の平均給与(グロス)は，２，５２９レイ(約

５７０ユーロ)で，対前月比で１３４レイ(５．６％)

増加。平均給与(手取り)は１，８２９レイ(約４１２ユ

ーロ)で，対前月比で９８レイ(５．７％)増加。なお，

平均給与(手取り)が最も高かった業種は，たばこ製造

業(５，７９９レイ，約１３０８ユーロ)で，反対に最

も低かったのは宿泊・飲食業(９９５レイ，約２２４ユ

ーロ)。(ＩＮＳ) 

・７日，ＥＵ２８か国における２０～６４歳の就職率

は２０１４年に６９．２％となり，金融危機後，初の

上昇となった。２００８年当時の就職率７０．３％ま

では回復してない。７５％以上の就職率を記録した国

はスウェーデン（８０％），ドイツ（７７．７％），

イギリス（７６．２％），オランダ（７６．１％）及

びデンマーク（７５．９％）であり，ルーマニアの就

職率は２０１３年には６４．７％，２０１４年には６

５．７％であった。（ユーロスタット） 

・２６日，国家雇用庁(ＡＮＯＦＭ)は，４月末の失業

率を，３月末の失業率から０．２５％ポイント低下し，

また，２０１４年４月末の失業率から０．０２％ポイ
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ント低下して，５．１２％となったと発表。なお，同

月の失業者数は，３月末から２２，６３１人減少して

４６万３，２４７人。(ＡＮＯＦＭ) 

 

■格付（２０１５年６月１２日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（ポジティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（ポジティブ） 

 

ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ－ (ポジティブ） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ （ポジティブ） 

（内はアウトルック） 

 

我が国との関係 

■ルーマニア剣道連盟への剣道具の寄贈 

・６日，全日本剣道連盟からルーマニア剣道連盟への

剣道具の寄贈式が開催された。同式典においては，出

席した山本大使からマヒカ・ルーマニア剣道連盟会長

へ剣道具が授与された後，剣道のデモンストレーショ

ン，剣道に関する日本映画の上映が行われた。 

 

■ルーマニア・アメリカ大学における日本関連行事の

開催 

・８－１４日，ルーマニア・アメリカ大学において，

「Japanese culture days」が開催され，日本や欧州諸

国から大学教授等が参加したカンファレンスから，ポ

ップカルチャーに関する「オタク・フェスティバル」

に至るまで多彩な行事が開催された。 

 

■ルーマニア・アメリカ大学「アンジェラ・ホンドゥ

ル」日本研究センター１０周年 

・１３日，ルーマニア・アメリカ大学「アンジェラ・

ホンドゥル」日本研究センター１０周年記念式典が開

催された。右式典においては，１０年間の活動を通じ

た日本・ルーマニア間の相互理解及び友好親善の促進

を称え，山本大使から同センターへ在外公館長表彰が

授与された。 

 

 


